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衆
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長
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昭
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出
年
金
制
度
に
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る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
に
つ
い
て

年
金
制
度
は
、
長
期
の
所
得
保
障
を
行
う
仕
組
み
で
あ
る
が
、
長
期
間
に
わ
た
る
社
会
の
変
化
を
あ
ら
か
じ
め
見
通
す
こ

と
は
不
可
能
で
あ
る
た
め
、
平
成
十
六
年
の
改
革
で
人
口
や
社
会
経
済
情
勢
の
変
化
等
に
つ
い
て
一
定
の
前
提
を
置
い
た
上

で
、
お
お
む
ね
百
年
間
で
収
支
が
均
衡
す
る
こ
と
を
定
期
的
に
確
認
し
な
が
ら
制
度
の
運
営
を
行
う
仕
組
み
を
導
入
し
た
。

さ
ら
に
、
平
成
二
十
四
年
六
月
十
五
日
の
社
会
保
障
と
税
一
体
改
革
に
関
す
る
民
主
党
、
自
由
民
主
党
及
び
公
明
党
（
以
下

「
三
党
」
と
い
う
。
）
の
合
意
（
以
下
「
三
党
合
意
」
と
い
う
。
）
に
基
づ
き
、
短
時
間
労
働
者
へ
の
被
用
者
保
険
の
適
用

拡
大
や
被
用
者
年
金
の
一
元
化
等
の
制
度
改
正
を
行
っ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。
政
府
と
し
て
は
、
引
き
続
き
、
社
会
経
済
情
勢

の
変
化
等
に
対
応
し
、
適
切
な
改
革
を
行
っ
て
い
く
必
要
が
あ
る
と
考
え
て
い
る
。

ま
た
、
平
成
二
十
一
年
財
政
検
証
に
よ
れ
ば
、
平
成
六
十
七
年
に
必
要
と
な
る
基
礎
年
金
の
国
庫
負
担
額
は
名
目
で
約
二

十
六
兆
円
と
推
計
さ
れ
て
い
る
が
、
お
尋
ね
の
「
現
在
よ
り
何
パ
ー
セ
ン
ト
分
の
税
財
源
が
新
た
に
必
要
に
な
る
か
」
に
つ

い
て
は
、
今
後
の
社
会
経
済
情
勢
の
変
化
等
の
不
確
定
な
要
素
も
多
く
、
現
時
点
に
お
い
て
一
概
に
お
答
え
す
る
こ
と
は
困

難
で
あ
る
。

一



二
に
つ
い
て

お
尋
ね
の
「
会
社
で
働
い
て
い
る
が
、
厚
生
年
金
に
加
入
し
て
い
な
い
人
」
に
つ
い
て
は
、
厚
生
年
金
保
険
の
適
用
事
業

所
以
外
の
事
業
所
で
使
用
さ
れ
る
者
又
は
適
用
事
業
所
で
使
用
さ
れ
る
者
で
あ
っ
て
厚
生
年
金
保
険
が
適
用
さ
れ
て
い
な
い

も
の
を
指
す
も
の
と
考
え
ら
れ
る
が
、
そ
の
数
は
把
握
し
て
い
な
い
。
政
府
と
し
て
は
、
厚
生
年
金
保
険
の
適
用
拡
大
を
図

る
と
と
も
に
、
厚
生
年
金
保
険
が
適
用
さ
れ
る
可
能
性
の
あ
る
事
業
所
に
つ
い
て
は
、
確
実
な
適
用
が
行
わ
れ
る
よ
う
、
引

き
続
き
、
必
要
な
対
策
を
講
じ
て
ま
い
り
た
い
。

三
に
つ
い
て

お
尋
ね
の
「
本
来
は
、
制
度
的
に
厚
生
年
金
に
加
入
さ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
加
入
で
き
て
い
な
い

人
」
に
つ
い
て
は
、
厚
生
年
金
保
険
が
適
用
さ
れ
る
べ
き
者
で
あ
っ
て
い
ま
だ
適
用
さ
れ
て
い
な
い
も
の
を
指
す
も
の
と
考

え
ら
れ
る
が
、
そ
の
数
は
把
握
し
て
い
な
い
。

四
及
び
五
に
つ
い
て

働
き
方
の
多
様
化
の
影
響
も
あ
り
、
被
用
者
で
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
被
用
者
保
険
の
適
用
を
受
け
て
い
な
い
者
が
一
定

程
度
存
在
し
て
い
る
。
被
用
者
に
つ
い
て
は
、
自
営
業
者
と
は
就
業
生
活
か
ら
の
引
退
の
態
様
が
異
な
り
、
定
年
退
職
に
よ

二



る
収
入
の
減
少
へ
の
備
え
と
し
て
の
被
用
者
年
金
へ
の
加
入
が
必
要
と
の
観
点
か
ら
、
平
成
二
十
四
年
に
成
立
し
た
公
的
年

金
制
度
の
財
政
基
盤
及
び
最
低
保
障
機
能
の
強
化
等
の
た
め
の
国
民
年
金
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
四
年

法
律
第
六
十
二
号
。
以
下
「
機
能
強
化
法
」
と
い
う
。
）
に
よ
り
、
一
定
の
条
件
の
下
で
働
く
短
時
間
労
働
者
に
つ
い
て
、

厚
生
年
金
保
険
の
適
用
拡
大
を
行
う
こ
と
と
し
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。
三
党
合
意
に
基
づ
く
社
会
保
障
制
度
改
革
国
民
会
議

（
以
下
「
国
民
会
議
」
と
い
う
。
）
の
報
告
書
に
お
い
て
も
、
「
適
用
拡
大
の
努
力
を
重
ね
る
こ
と
は
三
党
の
協
議
の
中
で

も
共
有
さ
れ
て
お
り
、法
律
の
附
則
に
も
明
記
さ
れ
た
適
用
拡
大
の
検
討
を
引
き
続
き
継
続
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
」

と
さ
れ
て
い
る
こ
と
も
踏
ま
え
つ
つ
、
引
き
続
き
、
適
用
拡
大
に
つ
い
て
検
討
し
て
ま
い
り
た
い
。
ま
た
、
適
用
拡
大
に
伴

う
事
業
主
負
担
の
増
加
に
関
す
る
激
変
緩
和
措
置
と
し
て
は
、
雇
用
へ
の
影
響
等
に
配
慮
す
る
措
置
を
講
じ
た
と
こ
ろ
で
あ

る
。さ

ら
に
、
厚
生
年
金
保
険
が
適
用
さ
れ
る
可
能
性
の
あ
る
事
業
所
に
つ
い
て
、
確
実
な
適
用
が
行
わ
れ
る
よ
う
、
引
き
続

き
、
必
要
な
対
策
を
講
じ
て
ま
い
り
た
い
。

六
に
つ
い
て

お
尋
ね
の
高
所
得
者
に
対
す
る
年
金
額
の
調
整
に
つ
い
て
は
、
今
後
、
機
能
強
化
法
の
検
討
規
定
に
基
づ
く
検
討
を
行
う

三



こ
と
と
し
て
い
る
が
、
そ
の
際
に
は
、
三
党
の
協
議
の
中
で
保
険
料
納
付
に
対
す
る
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
へ
の
悪
影
響
等
へ
の

懸
念
が
示
さ
れ
た
経
緯
や
、
国
民
会
議
の
報
告
書
等
も
踏
ま
え
て
、
適
切
に
検
討
し
て
ま
い
り
た
い
。

四


